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1　はじめに
　現行少年法は，わが国初の少年法（旧少年法，大正11年4月17日公布，翌年1月1日施行）
の改正として，昭和23年7月15日に公布され，翌24年1月1日より施行された。（1）いうまでも
なく，現行少年法誕生の経緯は，旧少年法の改正だがその契機は，第2次世界大戦での敗戦と
それに伴う現行日本国憲法の制定であった。日本国憲法の制定に戦勝国側のG・H・Qが深く関
与していたことは周知の歴史的事実であるが，現行少年法に関しても同様であった。②特に，
当時のわが国司法省とG・H・Qとのやりとりの中から現行少年法の性格を決定づけることに
なったと思われるのは，「審判機関を従来どうり行政機関の少年審判所にするかどうかという
点と，いわゆる先議権を検察官に確保させるかという点が改正の最大の論点」（3）だったが，そ
の決着が現行少年法の重要な柱をなすことになった。
　かくし℃現行少年法は，旧少年法の内容を一歩前進させるものとして制定されたが，本稿
との関係でその特色を指摘すれば，まずその第1は，旧法と比較すれば，少年の人権保障が一
段と強化されたことであり，その第2は，法の目的を，「少年の健全育」にあることを明確にし
たことである。
　法は不変ではありえず，政治，社会，経済状況等の影響に大きく左右される存在で少年法も
その例外ではありえない。既に，現行少年法が制定された当初より，少年事件の量的，質的な
変動を受け少年法改正論議が繰り返えされ続けているといっても過言ではない。昭和52年に
は，法制審議の中間報告の答申がなされた。（4）また，この後の時間的な流れの中で新たな少年
非行問題を生ぜしめ，再度，少年法改正が必要であるとの認識が法制審議会で採択され，答申
された。（5）先の周辺事態関連法（新ガイドライン法）をはじめ，国旗・国歌法，盗聴法（通信傍
受法）等々，国民の基本的人権の保障と密接に関連した法律を成立させた第145国会に，少年法
改正案も上程される寸前まで来ていたのも事実だが見送られた。本稿では，法制審議会の答申
の内容の具体的検討ではなく，それと密接に関係する現行法の基本的理念，特色の再検討とそ
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の理解から生ずる少年法運用の実態を通して垣間見られる若干の問題を整理することで，ある
べき少年法の姿の一端を明示しておくことにある。
2　現行少年法の特色
　　（D　少年の人権保障の強化
　旧少年法から現行少年法になって少年の人権が格段に保障され強化されるようになったのは
疑う余地がないというべきである。少年の人権保障は，こと刑事法制に関しては，近代刑事法
制の黎明期たる明治維新にまで遡るものであるが，そこでの少年の人権保障は，旧刑法（明治
15年施行）で責任能力について，成人と少年と区別していることの中にうかがい知ることがで
きる。すなわち，12歳未満の者については罪を問われることがなく，12歳以上16歳未満の者で
是非の弁別がなくて罪を犯した者は刑法上の罪が問われないとしたり，16歳以上20歳未満の者
の罪は，刑一等を減じる等の措置が講ぜられていた。（6）その後，少年犯罪に対する特別の対策
（少年刑事政策）の必要性が議論され，刑法の特別法としての旧少年法が誕生したが，旧少年
法は，その間の議論を集約したものとして理解されるべきで，予防主義に立脚した刑事政策的
発想とアメリカでの少年審判所運動に触発された人道主義ないし博愛主義の思想の融合したも
のに他ならないものと見るべきものと思われる。（ηこのように，旧少年法の成立の過程からで
も理解できるように，成人とは一線を画した少年固有の取扱い，少年なるが故の人権の必要性
が観念されてはいたものの，それはあくまで旧憲法体系下のものでしかありえず，したがっ
て，現行少年法が保障する人権と同一に論ずることはできない。すなわち，大日本帝国憲法下
での人権は，臣民の権利としての人権（主権者たる天皇によって与えられた権利）であって，‘
近代諸国家の憲法と同様に，人権の保障規定をもってはいても極めて不完全なものであったこ
とは歪めない。（8）このように，旧憲法体系化における不完全な国民の人権保障も現行憲法が誕
生することで一変することになった。周知のように，現行憲法は，わが国初の敗戦という不幸
の下に誕生したものである。別の角度から見れば，第2次世界大戦での敗戦がなければ現行憲
法の制定はなかったことを意味しており，現行憲法の内容からすれば，日本国民にとっては不
幸中の幸であったことは疑うべくもない。旧憲法と現行憲法で最も大きく異なっている点が主
権の所在が変更したことである。主権の担い手が天皇から国民へと変更になったことで憲法学
的にも政治的にも大きな問題を抱え込むことになったが，人権保障に関しては，近代憲法が登
場してくる背景をなした哲学，思想の成果がことここに至って出現，結実せしめることになっ
たといっても過言ではなかろう。
　現行憲法が保障する基本的人権は，年齢のいかんを問わずすべての日本国民に与えられてい
ると理解すべきであることは疑う余地はない。⑨人権を，人間がただ人間であるというこ．との
みに基づき，人間だれしもに固有のものを憲法という法で確認したものと理解すれば，現行憲
法に規定する「個人の尊重」（憲法13条），「法の下の平等」（同14条）は，老若男女，全国民が
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一律に憲法によって権利保障されているものと理解することができる。したがって，人権の主
体者が少年であれ成人であれ，その主体の如何に関係なく質的には何ら差はないというべきで
あるが，かといってその内容までが全く同一であるというわけにはゆくまい。たとえば，思
想・良心の自由，信教の自由，表現の自由と労働基本権や参政権を同一基盤で論ずることは有
害でこそあれ何らかかの有益性を見出しえないことは明らかである♂1ゆ重要なことは，憲法が
保障する人権の具体的内容をどう整理すべきかである。すなわち，成人に固有の権利と少年に
固有の権利との仕分けを現行憲法上どうすべきかが問題とされなけれぽならないということで
ある。後述との関連で整理すれば，少年は未だ完成された存在ではなく，人間として成長する
過程にあり成人とは異なった少年に固有の権利が保障されていなければならないということで
ある。いうところの成長発達権が現行憲法上，少年に固有の人権として保障されていると理解
するのである。この理解は，憲法の下位法たる少年法の解釈の重要なメルクマールとなると同
時にこれによって拘束されるべきものなのである。現行憲法上の基本的人権をこのように解す
ることで，現行少年法ではそれがどのような形で現われているかについてその主な点を概観し
ておく。
　いうまでもなく，現行憲法が保障する人権は，当然に非行少年にも及ぶことから現行憲法の
制定は，旧少年法の改正は必然となり，現行憲法の精神に合致すべく旧少年を改正し，現行少
年法が誕生することになったと理解すべきなのである。
　現行少年法と旧少年法との違いのその大きな点は，少年事件を司法機関たる裁判所に専属的
管轄権を移しだことである。少年に対する保護処分の決定は，旧法では行政機関である少年審
判所で行われていたが，それでは現行憲法の精神に反するとされたからである。すなわち，現
行憲法は，基本的人権の保障を最大限目とし，その担保を三権分立を徹底させることではかっ
ていると理解することができる。このことは行政権に対する司法権の独立を明示し，司法機関
たる裁判所に独特の地位と権限を与えた（憲法76条）ことからも理解されよう。国民の側から
は，裁判を受ける権利が保障され（同32条），逮捕，捜索，押収についても厳密な要件が必要と
され（同33条・35条），人身の自由を奪う場合は法律の定める手続が必要とされ（同31条），国
民の基本的人権が行政機関の権力発動によって侵害されないよう司法による抑制を通すことで
実現する権限が与えられているのである。そこで，少年に対する保護処分は，少年のためとは
いえ現実には少年の自由を拘束するものである以上，その決定は行政機関ではなく，司法機関
たる裁判所（家庭裁判所）に行わせることが憲法の精神にもっとも合致すると考えられたから
に他ならない。これと関連して，現行少年法は旧少年法と比較して以下のような改正を行なっ
ている。
　①　保護処分について，決定と執行を分離したことである。旧法での少年審判所は，決定機
　　関であると同時に執行面にも関与しており，保護処分の取消し，変更も自由にできた。し
　　かし，現行法では，司法機関たる裁判所が決定を行うことになったことで，執行面につい
　　ては行政機関の担当として，裁判所による保護処分の取消し，変更を原則として認めない
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　　こととした。ただ，このことからくる不都合を回避する意味からいろいろな配慮もなされ
　　ている。ω〕
　②保護処分に対して抗告を認めたことである（少年法32条～35条）。旧法では，保護処分の
　　決定は行政処分であるとの理由で不服申立ての方法が認められていなかったが，現行法で
　　は，保護処分は，強制力を伴う裁判所の決定であって，その決定に影響を及ぼす法令違
　　反，重大な事実誤認，処分の著しい不当を理由に抗告を認めているが，それが憲法の人権
　　保障の精神にそうものと考えられたからに他ならない。
　③保護処分の内容を3種類に整理したことである。旧法では，保護処分は9種類に分けら
　　れていたが，現行法では3種類に限定した。⑰これは，保護処分の決定が裁判として行わ
　　れるようになったことで事実的措置（裁判には適さない）を除くことになったことによる
　　もので，かといって，家庭裁判所の各種の事実的措置が禁じられたわけではない。なお，
　　現行法では，中間的措置として試験観察（少年法25条）を認めている。
　上述のように，現行少年法は，現行憲法の制定を踏まえ，随所に少年の人権保障の観点から
旧少年法の不備を是正することになった。
　．（2）少年の健全育成
　少年法第1条の目的規定に「…，少年の健全な育成を期し，…」と規定し，非行のある少年
に対しての性格の矯正と環境の調整をはかることで，少年の健全な育成の実現を目ざしてい
る。しかし，ここでの健全な育成の主体は，あくまで「非行のある少年」といってはいるもの
の，このように特定すべき理由はないというべきであろう。というより，むしろ「非行のある
少年」の健全な育成の実現のためには，関連する他の法領域との結びつきなしには到底実現で
きるようなことではないことに気がつくのである。すなわち，少年の健全な育成がはかられな
ければならないとされる他の法領域の教育基本法や児童福祉法と同一基盤の上で理解されるべ
きものということである。㈲というより，これらの法の根拠法でもある現行憲法上の真の意味
の基本的人権の理解なしには，少年法上の「少年の健全育成」の実像が浮び上ってこないとい
うべきなのである。
　先述したように，現行憲法が保障する基本的人権は，日本国民のすべてに付与されたものと
理解すべきであるが，かといってその内容のすべてが画一的に保障されているものでもなく，
少年という人格未完成の者については，成人とは異なる固有の人権が認められるべきであっ
て，その典型が成長発達権といわれるものであった。
　少年が一般の人権のほかに，固有の人権としての成長発達権が保障されなければならない主
な理由は，少年が一人前の成人となり，民主主義社会を支える構成員の1員として，責任ある
行動がとれるようになるためには不可欠の権利であると観念されたからに他ならない。別言す
れば，「自立」した個人，自分の行動につき全責任を負いうる人間となるためには，親による支
援はもとより，社会全体の支援の必要性が認識されたと理解すべきものなのである。具体的に
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は，現行憲法第26条の「教育を受ける権利」，「保護者の教育の義務」の規定の中で，少年の成
長発達権を認め，そのための重要な権利としての学習権が，既に学説，判例の中に定着してい
るのが現状である。qむしたがって，憲法上確立した少年の成長発達権は，各領域での法の適用，
解釈についての指導理念ともなるべきもので，少年法とてその例外とはなりえない。すなわ
ち，少年法第1条にいう「少年の健全育成」は，少年が健全な市民社会の一成員として成長発
達するための義務が国家に存在していることを明らかにしたものと理解すべきなのである。そ
う理解するとしたところで，「非行のある少年」に対して，現行少年法はどう対処しようとして
いるのかにつき今一度整理しておく必要がありそうである。いわゆる，少年法の基本理念をど
うみるべきかである。
　現行少年法の基本理念を一言でいえば，「保護主義」であり，少年の保護を通して少年の健全
育成を目ざすものであるということで一応共通の理解がえられているといえる。〔1励少年法が保
護主義を採用するに至った経緯を，一つは大陸的な刑事法的思潮を源流とするものと，他を英
米的，衡平法（エクイティ）思想に由来するものとする二大潮流の影響の下で発展してきたと
する理解が定着している。前者についていえば，刑事学の進歩，すなわち，犯罪を法律的に判
断するだけでなく，人間的に理解することで刑政の目的がよりょく達成できるものと考えら
れ，「保安処分」の思想と方法を生み，少年に関していえば，少年の特性である可塑性に富んだ
教育可能性に着目することで個別的な処遇を教育的方法で実施することが重要で，社会防衛の
目的とも合致するとしたものである。一方，後者についていえば，適当な親の保護を欠いた児
童や福祉が損なわれている少年に対して，親に代る監護教育を実施する責任を国家に認める思
想，いわゆる弓馬（パレンス・バトリエ）思想を背景とするものである。これは，犯罪少年に
対しては厳格な法律の手続によらない審判で処遇決定することが望ましく，本来国家が社会の
福祉を実現するために行使する行政的な固有の機能であるとするもので，この思想は特に，ア
メリカで発達したものとされている。㈹
　このような二つの大きな流れの中で，その強い影響を受けて誕生した現行少年法も，その理
念を「保護主義」に求めるにしても，その内容の理解については，必ずしも一致しているわけ
ではなく，少年法の改正論議も実はここに重要な要因があるといえなくもない。
　現行法上，保護主義は保護処分（少年法24条）の規定の中に端的に現わされているが，その
本質，目的をどう理解すべきかについて見解が分かれている。この論争は，既に一応の決着が
ついているものと理解すべきものと思われてはいるが今一度整理しておく必要がありそうであ
る。
　第1の立場は，刑事政策（保安処分）主体からなされる主張で，保護処分を社会防衛，すな
わち，社会の安全（非行から社会を守る）確保のための強制処分であり，少年が逸脱行動を起
したり再犯を防止する目的のために教育が実施されるとするような主張である。αの第2の立場
は，少年法の目的が「少年の健全な育成」を実現することに他ならず，そのために，少年に
「保護」を受ける「権利」が認められているのであって，少年がこれを支えに自分自身で成長
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して行くことが期待されていると解するのである。⑱つまり，少年の持つ可能性を固有の権利
（健全な成人として成長できる）として尊重し，それを支えるべき責務を国家に認め，保護処
分はまさに少年の側からは権利として，国家の側からは義務として捉えられるべきものと考え
るのである。別言すれば，少年が自らの円満な発達のための教育を要求しうる権利主体でこそ
あっても国家による教育の単なる客体として扱われる存在ではなく，そう理解することからは
じめて，保護処分の正当性が主張しうることになるとするのである。⑲
　思うに，少年法の究極の目的を実現するための保護処分は，少年の個性と環境を調査し具体
的な施策を講じることで，少年の非行性を解消し，少年自身を犯罪への危険から守るととも
に，社会をも非行から守るという側面を持つことは否定のしょうがない卿という理解でこれ
までの通説的見解として支持されてきたとみることができようが，この見解を，第1の立場と
第2の立場の折衷的見解とみるべきではなく，ましてや，保護処分が「社会防衛jの目的を加
味したもの（第1の立場に近い）と断定すべきものでもない。⑳この見解は，保護処分は，少年
の立場を重視（権利実現）すべきであって，その結果としての社会防衛の機能がはたされてい
ると理解することができるのであって，社会防衛を目的として保護処分がなされているとする
理解は困難といわざるをえまい。少なくとも，現在での保護処分の目的を正面きって「社会防
衛」．とする見解は一部の例外を除き支持されていないとみるのが素直なみかたで，少年の人権
論の高揚，学説の発展等の経緯の中で第2の立場の深化がはかられていると理解すべきものと
思われる。⑳
　以上雑駁ではあるが現行少年法の特色を上述のように整理した上で，これと密接にかかわる
若干の問題につき以下検討を試みることにする。
3　少年の保護事件についての若干の問題
　　q）全件送致主義と簡易送致
　少年の保護事件（非行があるとして家庭裁判所に通告・報告・送致された少年の事件）は，
家庭裁判所（以後，家裁と略す）が取り扱うことになる。少年の保護事件を家裁で取り扱う理
由は，少年事件が家庭の問題と密接な関係にあり，少年事件と家事事件は，同一の裁判所で処
理することが合目的的とされたことによるもので，更には少年の健全な育成という保護主義の
理念をより強化する意図がうかがい知れる。⑳少年の保護事件は，手続的流れをみると，①公
権力（警察）などの手になる発見過程，②家裁での調査や審判過程，③保護処分の決定に伴う
保護観察などの執行過程という大きく3段階の手続を踏むことになっている。したがって，少
年法は「非行と処分について定めている点で実体法であるが，同時に刑事手続とは異なる特別
の手続を定めている点で手続法でもある。」⑳といわれていることがこの流れに端的に示され
ているということができる。この中の②の過程が「少年審判」機能である即
　この3つの流れの中で，少年法の運用に関連した問題として，①と②の部分について若干の
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検討を試みることにする。
　少年の保護事件は，司法機関たる家裁の手続が行われる前段階として，行政機関による手続
がまず最初にある。すなわち，警察・検察からの送致（少年法41条・42条）がそれである。⑳
　ここでまず問題となるのは，成人の事件で認められている，いわゆる微罪処分（刑事訴訟法
248条，同246条但書）が少年の事件では認められていないことである。このように少年の保護
事件は，そのすべてを家裁に送致することが義務づけられている（全件送致主義）が，その理
由をどこに求めるべきかが明らかにされなけれぼならない。家裁の任務が，「可及的に刑罰を
避けて保護処分により少年の犯罪的危険性を除去しようとするにあり，しかも家庭裁判所は少
年の素質と環境についての専門的調査機能を保有している。仰からであるとする理由付けは，
それなりに首肯できるものがある。しかしながら，この理解からは，少年法の基本理念との関
係が今一つはっきりしな：いといわざるをえない。少年法が少年の事件について全話送致主義を
採用するに至ったのは，より積極的意味，すなわち，少年法に付与された教育的機能，福祉的
機能を十分に発揮させようとしたからに他ならないとみるべきなのである。犯罪行為が重大な
ものか軽微なものかがここでの重要な問題とされているわけではなく，表面に現れた現実をど
う理解し対応するのが当該少年の利益，換言すれば少年の健全な育成に資することになるのか
が問題とされているとみるべきで，そのために専門的調査機関が設けられており（少年法9
条），この機関を通しての成長発達権が少年に保障されていると理解すべきものと思われるの
である。⑱
　しかし，この全件送致主義に対する現場（第一線の警察官）からの根強い批判を受けたこと
を受けて，昭和25年に最高裁判所，最高検察庁および国家地方警察本部との協議に基づいて
「簡易送致処理基準」を定め，少年の軽微な事件については，成人の微罪処分に準じて司法警
察員および検察官の簡易送致手続，家裁の簡易処分手続が認められた。その後，簡易送致運用
の基本となる軽微な事件の範囲についての規定が抽象的概括的すぎる等の不備による実際の運
用面に支障がみられたところがら簡易送致基準の具体化の必要性が唱えられ，昭和44年に簡易
送致基準の改訂が行なわれた。⑳簡易送致が実務上採用されたことについて，当然のことなが
ら，全件送致主義を崩壊させるものだとの強い批判がわき上がり，その批判にさらされながら
も継続してきた背景には，増え続ける少年非行の問題があり，少年事件のすべてを少年法の求
める正規の手続をとることは家裁の処理能力の現実を考えれば無理といわざるをえない面があ
ること，また少年に対する正規の手続をとらないことが少年法の趣旨に合致するのだとする理
解等の観点から簡易送致が続けられてきたことは事実であろう。現実対応の実務処理の立場か
らみてある程度のことは承認せざるをえないのではないかとは思われる。しかし，問題は，こ
れは軽微だから簡易送致でよい，とする判断を事実上警察がやっているということである。⑳
いわゆる犯罪容疑の少年の処遇に関するインチイク（送別・措置）機能をはたしているという
ことである。〔3D本来，保護事件として家裁に係属後に実施され，専門家による調査の結果に出
されるべき性質のものが警察当局で実施されている現実の是非を少年法の精神との関係でどう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一121一
少年法の現状と課題（鷲尾）
理解すべきかが問題とされなければならないはずである。思うに，少年法の精神に沿った少年
警察活動が国民に納得の行くような形で展開されていることが確認されていれば（たとえば，
少年問題担当の警察官を特別に採用してその任に当らせるとか特別に訓練された警察官にしか
少年問題は扱わせないとか）それほどの問題として取り上げる必要のないことなのかも知れな
い。少年への冤罪事件を取り上げるまでもなく，現実はおよそ正反対の方向にあると判断せざ
るをえない現状を考慮すれば，問題は残されているといわざるをえない。この問題と連動し
て，簡易送致後にまつわる問題を検討する。
　　（2）少年の保護事件の実態と運用
　家裁に少年の保護事件として送致された数の推移について，一般保護事件と道路交通保護事
件（道交違反に係る少年保護事件）の別を示したものが1図である。
1図　少年保護事件の家庭裁判所受理人員の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和24年～平成9年）
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　（注）平成10年版r犯罪白書』232頁より転載
60平成2　　7
　本稿は，一般保護事件を柱に論を進めているので，これについて言及することになるが，調
査が始められた昭和31年から平成9年までの問でそれほど大きな変動のないことがうかがい知
れる。平成9年度は，20万8千余人で，前年度よりわずかだが増えているようで全体の約66％
を占めている。次いで家裁が受理した保護事件が終局的にはどうなっているかについて表わし
たのが2図である。
　一般保護事件について，昭和32年から平成8年までの40年間の流れの中でいえることは，審
判不開始が徐々に上昇の傾向にあるのに対して不処分が反比例する形で下降気味であるという
ことである。昭和62年以降の10年間についてみれば，検察官送致（刑事処分相当）が2．2％から
徐々に下降し平成8年は0．6％となっており，保i護処分は，昭和62年が12．8％，その間のわずか
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2図　少年保護事件種類別の主な処分別構成比
　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和32年～平成8年）
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　　　　　　（注）　平成10年版『犯罪白書』352頁より転載
の増減がみられるものの平成8年は14．0％である。因に，その内訳をみると，保護観察が10％
台から！1％台の範囲内にあって，少年院送致は1．7％から2％の枠内で推移してきている。㈱こ
れからも理解されるように，家裁に送致されて来た一般保事件の実に85％前後は，審判不開始
か不処分の取り扱いになっている。
　審判不開始の理由は，少年法19条1項の「調査の結果，審判に付することができず，又は審
判に付するのが相当でないと認めるとき」に審判不開始の決定がなされることになっており，
この内容は，手続的な理由による場合と実体的な判断による場合の双方が含まれるものだが，
実際には，非行の事実が認められないとか要保護性が極めて弱いと判断されるような実体的判
断による場合が多いという現実がある。この背景には，審判不開始決定の機能の一つが要保護
性の微弱な事件をふるい分けることにあると考えられており，家裁の重要な機能の一つとして
運用されていると理解されるのである。具体的には，家裁調査官が送致機関が一定の様式に
従って作成された書面に基づいて，記載された内容を少年と保護者に対して照会する形で行
い，記載内容に特段の問題がなければ，あらためて面接調査等をせずに審判不開始決定を行う
というものである。⑬このような運用に対しては，画一的で，綿密な調査を基礎とする教育主
義に反す等の批判が出されたが，要保護性の判断に必要な事項や保護老の意見も最小限度は盛
り込まれるように，様式の上での工夫や要保護性が少ない類型の事件は，教育という目的があ
るにせよ，少年や保護者の自力更生に委ねるのがかえって望ましい場合があり，現実の家裁の
実務の上で合理性があるのだとする現職の判事の指摘は説得力に富んだものがあるというべき
だろう。㊤①しかしながら，その一方で，軽微な事件でも注意深い個別的洞察によって要保護性
の有無の判定が必要なのであって，それが早期発見，早期治療の観点から重要なのだとの指摘
は，正に正鵠を射ているといわざるを得ない即また，このことと関連して現場における要保
護性に関する重要な判断に資する立場にある調査官の専門性とケースワーク機能の顕著な後退
についての鋭い指摘もみられている。すなわち，少年法9条は，人間諸科学（医学，心理学，
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教育学，社会学等）の専門的知識を活用して行われる幅広い総合的調査なのだがその現実は，
事件記録と社会記録を読むほか本来の「少年審判運営の手引」通りの調査活動が行われていな
い結果，調査官の仕事は，形式の整った調査票を埋めることで終了する診断的活動に著しく偏
り，治療的活動は教育的働きに限定され，環境整備の面では殆ど無力になる弊害があるという
ことの指摘である。㈹この背景に，大量の事件を効率的に処理しなければならないという現実
対応が少年法の理念を歪める結果となっていると理解しないわけには行かない。今，必要とさ
れなければならないことは，現実対応を口実に，少年法の理念を実務処理を通してなし崩し的
に歪めている現状を改める勇気をもつことではなかろうか。
4　おわりに
　本稿は，最近の少年法改正論議の核心についての検討ではない。というより，殆どもう問題
としては取り上げる必要のない領域のこと，あるいは決着済みと思われていることについての
再検討である。というのも，今現在少年法改正の論議が再燃し国会に上程寸前にまでなった問
題の本質を考える際にもう一度初心にかえって現行少年法を考える必要性があると考えたから
である。少年法改正の柱は，少年審判制度として刑事訴訟法的要素を取り入れることにあるが
これがどれほど少年法の理念を歪めるものであるかについては多く研究者によって表明しつく
されたといっても過言ではなかろう。⑳今回の論議は，それまで少年保護を積極的に実現しよ
うと努力を積重ねてきた家裁によって起こされたという点でより深刻なものがあると指摘され
ているように，儲蹄家裁の実務を通しての問題が表面化したことも少年法改正の論議を大きくし
た理由の一つであることは間違いなかろう。たとえば，’93年に発生した「調布駅南口事件」で
は，少年の人権保障という点が重要な争点にされた。ここ数年の少年保護iの問題の中心に家裁
のあり方，とりわけ家裁裁判官の評価をめぐる議論が表面上に出てきたような思いが強いので
ある。家裁の裁判官は，勇気と情熱をもって，日本の将来を荷負う少年として非行のある少年
に対して教育者として，また少年の先輩として接することで少年法の理想とするところのこと
が実践されてきていることとは思う。しかし，事態はそれほど楽観的ではないようなのだ。今
では，昔のような情熱的な裁判官の数はそう多くはないようだとの老大家の慨嘆や家裁の裁判
官の仕事に対する評価が相対的に低下してきたことによって，家裁の裁判官を希望する者が殆
どいなくなってきているという状況の指摘は岬警察当局の少年非行対策への取り組み方への
懐疑（少年の冤罪事件の存在）と合せて，少年審判の問題というよりその前段階の全件送致主
義と簡易送致の実務の実態に再度目を向けることの方が重要なことのように思われるのであ
る。今一度初心にかえって，少年法の理念は何か，その運用につき問題はないのかを虚心坦懐
に実務レベルで再検討する必要が大いにあるのではないかと思われるのである。
注（1）少年法が制定される以前のわが国の法制で少年についての刑事責任能力の規定は，養老律令（養
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　老2年）が最初で，絶対的責任無能力者を7歳未満にしていたということだが，法制上のわが国の
　少年法の歴史の萌芽をここに見出すことができるのではないか。
　平場安治r少年法（新版）』有斐閣C87年）44頁参照のこと。
（2）この点に関し，守屋克彦r少年の非行と教育』i動：草書房C77年）152頁以下が詳しい。
（3）守屋克彦r現代の非行と少年審判』富突書房C98年）239頁。
（4）この点に関し，拙稿「少年法改正の批判的考察」立正大学短期大学部紀要第12号C83年）41頁以
　下参照のこと。
（5）平成10年12月11日に「少年審判における事実認定手続の一層の適正化を画るための少年法の整備
　等に関する要綱骨子（案）」が採択され，平成11年1月2！日に法務大臣に答申された。
（6）平場安治『前掲書』42頁。
（7＞守屋克彦　前掲書r少年の非行と教育』119頁。
⑧　その最たるものが，人権保障はあくまで「法律の範囲内」に於て認められていたにすぎず，法律を
　もってすればいかようにも人権の侵害が可能であったことを指摘すれば十分であろう。橋本公亘
　『憲法（改訂版）』青林書院新社C76年）9頁。
（9）宮沢俊義『憲法E（新版）』有斐閣C74年）246頁。奥平康弘r青少年保護条例』有斐閣C81年）
　99頁。
（1①　奥平康弘r前掲書』101頁以下参照。
（11）たとえば保護処分と刑事処分または新たな保護処分と競合してその調整の必要が生じたような場
　合には，取り消しうる規定を設けている。少年法27条・27条の2。
⑫　旧法では，①訓戒，②学校長による訓戒，③書面による誓約，④保護者への引渡し，⑤保護団体等
　への委託，⑥少年保護司の観察，⑦感化院送致，⑧矯正院送致，⑨病院送致・委託の9種類で，現行
　法では，①保護観察，②児童自立支援施設・養護施設送致，③少年院送致，の3種類である。平場安
　治『前掲書』49頁。
⑬　拙稿「子どもの人権と子どもの健全な育成」立正大学短期大学部紀要第24号C89年）52頁参照。
（1①　拙稿「同」55頁参照。
㈲　澤登俊雄『少年法入門』有斐閣C94年）33頁。
㈹　団藤重光・森田宗一『新版少年法』有斐閣C84年）3頁以下参照。
（1の　実務家（検事）の主張に多くみられる見解である。たとえば，遵法意識を酒養し，社会的適応性を
　身につけさせる等の主張がそれである。清野惇「少年法改正の中間報告を読んで」法律のひろば30
　巻2号C77年）24頁以下参照。その他，平場安治r少年法』有斐閣C63年）47頁も同旨か。
（1⑳　所一彦「少年審判の理念と制度」講座r少年保護』2巻大成出版社（’82年）19頁。
⑲　同旨　守屋克彦　前掲『少年の非行と教育』188頁参照。
⑫①　団藤重光・森田宗一r前掲書』18頁。
⑳　わが国の実定法大系は，保護処分を「社会防衛」の目的をも加味する理解はできないとして，先の
　見解を批判する見解があるが，誤解に基づくものと思われる。所一彦「前掲論文」19頁参照。
⑳　拙稿「少年非行と少年法による対応」人間の福祉第2号（立正大学社会福祉学部紀要）86頁以下参
　照。
㈱　澤登俊雄『前掲書』29頁。
⑫①　澤登俊雄『同書』38頁。
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㈱　「審判」という語には，広義と狭義とに分けて理解することができる。広義には，家裁での少年保
　護事件の受理から審理，判断を経て終局決定にいたるまでの全体の手続を指示する意味で用いられ
　たのに対し，狭義では，裁判官が少年保護事件について，審理の期日を指定し，少年とその保護老な
　ど関係者に直接面接して審理及び裁判を行うための特別の手続（守屋克彦　前掲書『現代の非行と
　少年審判』27頁）をいうが，ここでは広義の意味で理解すべきものである。
㈱　その他，少年法は，一般人の通告（6条1項），調査官の報告（7条1項），児童相談所長の送致・
　通告（3条2項・6条3項）を規定している。
伽　平場安治『前掲書』136頁。
㈱　実態に即して見れば，家庭裁判所の先議制が導入され，処遇決定に関して家庭裁判所調査官が寄
　与している役割の大きさが指摘されているが（守屋克彦　前掲書『少年の非行と教育』162頁），この
　機関の積極的活用，運用如何が現行法の福祉的機能を前進もさせ，後退もさせることになろう。
⑳　簡易送致が登場する経緯については，中村金彦「簡易送致」講座r少年保護』第2巻大成出版社
　C82年）102頁以下が詳しく紹介している。
G①　昭和44年の簡易送致の改正によって，基準の明確化がはかられ，第一線の警察官に対する取扱い
　の画一性がはかられるようになったのは事実だが，反面その形式性の故に簡易送致と微罪処分の実
　質的違いが見過される危険の指摘が既になされてはいた。平場安治r前掲書』155頁。
⑳　澤登俊雄r前掲書』73頁以下参照。なお，インチイクについては，堀内守「インテークの理論と実
　際」前掲書r少年保護』134頁に詳しい。
働　田宮裕・廣瀬健二（編）『注釈少年法』有斐閣C98年）19頁。
㈱　守屋克彦　前掲書『現代の非行と少年審判』40頁以下。
Gの　r同書』41頁以下。
G励　梶田英雄「保護主義の現実と課題」刑法雑誌第33巻第2号C93年）283頁。
G⑤　「同論文」286頁。
⑳　今回の少年法改正の争点について，要領よく整理されている文献に，荒木伸恰編著r非行事実の
　認定』弘文堂C97年）がある。
⑱　平場安治「少年法改正に思うこと」法律時報71巻10号C99年）94頁。
㈹　団藤重光「少年法改正批判」法律時報71巻4号C99年）71頁，梶田英雄「前掲論文」288頁参照。
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